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１．貨物軽自動車運送事業（黒ナンバー）の手続きについて

新規で事業を営む方
（必要書類）

すでに事業を営んでいる方
（必要書類）

・経営届出書

・運賃料金設定届出書

・運賃料金表

・事業用自動車等連絡書

・自動車検査証（中古車の場合）
・完成検査終了証（新車の場合）
※コピー可

※経営届出書・料金設定届出書・料
金表・事業用自動車等連絡書につい
ては、正・控の２部必要

車両数の変更（増減）
住所などの変更

車両の代替
事業廃止

（廃業する場合）

・経営変更等届出書
・経営変更等届出書
（もしくは廃止届出書）

・事業用自動車等連絡書
・事業用自動車等連絡書
車両入替のため２両分必
要

・事業用自動車等連絡書

・自動車検査証
・完成検査終了証
（増車届出の場合）
※コピー可

・自動車検査証
（現在使用の黒ナンバー車両
及び新たに入れる車両が中古
車の場合）

・完成検査終了証
（新車の場合）※コピー可

・自動車検査証
※コピー可

※経営変更等届出書・事業
用自動車等連絡書は、
正・控の２部必要

※事業用自動車等連絡書は、
正・控の２部必要

※経営変更等（廃止）届
出書・事業用自動車等連
絡書は、正・控の2部必要

運輸支局（輸送担当）で、届出書の提出・連絡書の発行をした後、軽自動車検査協会にてお手続きが必要となります

【お問い合わせ先】 管轄区域 名 称 住 所 電話番号
・品川・世田谷 ：軽自動車検査協会東京主管事務所 東京都港区港南３－３－７ ０５０－３８１６－３１００
・練馬・杉並・板橋：軽自動車検査協会東京主管事務所 練馬支所 東京都板橋区新河岸１－１２－２４ ０５０－３８１６－３１０１
・足立・江東・葛飾：軽自動車検査協会東京主管事務所 足立支所 東京都足立区宮城１－２４－２０ ０５０－３８１６－３１０２
・八王子 ：軽自動車検査協会東京主管事務所 八王子支所 東京都青梅市新町６－１８－２ ０５０－３８１６－３１０３
・多摩 ：軽自動車検査協会東京主管事務所 多摩支所 東京都府中市朝日町３－１６－２２ ０５０－３８１６－３１０４



２．貨物軽自動車運送事業における軽乗用車の活用について

軽自動車で貨物運送事業を始めるときは、管轄する運輸支局への届出が必要
軽自動車は、輸送能力が限られているため、許可が必要な一般貨物自動車運送事業
よりも緩やかな規制（１両からでも届出可能）
従前は、最大積載量の記載のある車両に限って認めてきたが、関係者からの要望
や「規制改革実施計画」を踏まえ、軽乗用車（乗車定員３名以上に限る）について
も、貨物軽自動車運送事業の用に供することを可能とした（令和４年１０月２７日施行）

概 要

車種別表
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３．貨物軽自動車運送事業の経営届出等の取扱いについて

【大きな変更点】

-----------------------------------------------------------------------------

軽乗用車を使用する場合

（旧）構造変更を行い軽貨物車に変更後、貨物軽自動車運送事業の車両として使用

（新）構造変更を行わず貨物軽自動車運送事業の車両として使用可能

------------------------------------------------------------------------------

【積載可能な重量】
積載可能な重量は次のとおりとなっております

（乗車定員－乗車人数）✕５５ｋｇ
軽乗用車（４人乗り）の場合に乗車人数ごとの積載可能な範囲

①運転者だけの乗車 ＝ １６５ｋｇ

②運転者＋１名乗車 ＝ １１０ｋｇ

③運転者＋２名乗車 ＝ ５５ｋｇ

④４人乗車する場合は軽貨物事業として使用不可

令和４年１０月２７日より軽乗用車についても、貨物軽自動車運送事業を営むことができるようになりました。

過積載運行だけでなく、
有償旅客運送は行わない
ようにしましょう。
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経営届出書及び変更等届出書の様式も変更となりました

【宣誓項目】が追加されました！
新規の経営届出や営業所の新設、増車の場合等
に宣誓が必要となります

（ 旧 ） （ 新 ）

４．貨物軽自動車運送事業経営届出書及び変更等届出書について
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５．【軽乗用】事業用自動車等連絡書について（ご参考）

備考欄 軽貨物・乗用

軽乗用車での連絡書発行の場合
必ず支局の方で【軽貨物・乗用】と
朱書きされたものが発行されます

貨物軽自動車運送事業における
経営届出等についてご不明な点
がございましたら東京運輸支局
輸送担当までご相談ください

問い合わせ先
関東運輸局東京運輸支局
輸送担当
℡０３－３４５８－９２３１

（ガイダンス「１」）

※乗用車だけでなく、最大積載量のある車両についても貨物軽自動車運送事業
経営届出書（変更等届出書）および事業用自動車等連絡書の記載内容は同じです
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６．貨物軽自動車運送事業者の皆様へ
～安全運行を行うために必要な法令遵守のご案内～

貨物軽自動車運送事業者に対して、関係法令において次に示すような安全確保等に
かかる規定がありますので、これらを遵守いただき安全運行につとめてください

「主な安全規制」
・休憩や休息が十分とれるように、勤務時間及び乗
務時間を定めていただき、これを遵守しましょう

・車両に名称、氏名若しくは
記号を見やすいように表示し
ましょう

・視野もしくはハンドルその他の
装置の操作を妨げることとなる
ような積載はやめましょう（道交法）

・乗務前にアルコールチェッカーに
よる酒気帯びの有無や疾病、疲労等
の有無、車両の点検などを確認し、
記録する必要があります・貨物の運送に関する

損害賠償に対応できる
任意保険等（軽貨物事業専用）
に加入しましょう

表

・過積載運行はやめましょう

軽乗用車（４人乗り）の場合に乗車人数ご
との積載可能な範囲は以下のとおりです。
①運転者だけの乗車＝１６５㎏
②運転者＋１名乗車＝１１０㎏
③運転者＋２名乗車＝５５㎏
④４人乗車する場合は軽貨物事業として
使用不可

・軽乗用を使用した場合でも、

「旅客の運送」はできません

ので、 ご注意下さい
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６．貨物軽自動車運送事業者の皆様へ
～安全運行を行うために必要な法令遵守のご案内～

・運転者を雇用している場合は、「表面」の安全規制の他、次の事項も実施しなければなりません
・営業所ごとに事業用自動車を１０両以上配置する場合、整備管理者の選任が必要となります

・運転者を雇用している場合、乗務前に
酒気帯びの有無や疾病、
疲労等の有無、車両の
点検などを確認し、安全
な運行を行うための指示、
いわゆる「点呼」を実施し
ましょう
※乗務後も同様に「点呼」が必要です

・過積載にならないよう運転者に適切
に指導しましょう

・安全な運行を行うため、
運転手に適切な指導を実施
し、その結果を記録しましょう

これら「主な安全規制」は、遵守しなければならない
一例となります
詳しくは
「貨物自動車運送事業輸送安全規則」をご確認いただくか
「各都道府県の運輸支局輸送担当」まで、ご連絡ください

裏

軽乗用車（４人乗り）の場合に乗車人数ご
との積載可能な範囲は以下のとおりです。
①運転者だけの乗車＝１６５㎏
②運転者＋１名乗車＝１１０㎏
③運転者＋２名乗車＝５５㎏
④４人乗車する場合は軽貨物事業として使
用不可
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７．安全運転管理者制度の概要
１ 安全運転管理者の選任義務

一定台数以上の自動車を使用する自動車の使用者は、自動車の使用の本拠（事業所等）ごとに、
自動車の安全な運転に必要な業務を行う者として安全運転管理者の選任を行わなければなりません。
※運行管理者等を置く自動車運送事業者、第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送事業者の事業所は対象外

２ 安全運転管理者の選任を必要とする自動車の台数

○ 乗車定員が11人以上の自動車 １台以上
○ その他の自動車 ５台以上
※ 大型自動二輪車又は普通自動二輪車は、それぞれ１台を0.5台として計算
※ 台数が20台以上40台未満の場合は副安全運転管理者を１人、40台以上の場合は
20台を増すごとに1人の副安全運転管理者の選任が必要

３ 安全運転管理者等の要件

安全運転管理者 副安全運転管理者

20歳以上
（副安全運転管理者が置かれる場合は30歳以上）

20歳以上

自動車の運転の管理に関し2年以上の実
務の経験を有する者等

自動車の運転の管理に関し１年
以上の実務の経験を有する者等

＜欠格事項＞
○ 過去２年以内に都道府県公安委員会による安全運転管理者等の解任命令を受けた者
○ 次の違反行為をして２年経過していない者

酒酔い・酒気帯び運転、麻薬等運転、妨害運転、無免許運転、救護義務違反、飲酒運転に関し車両等を提供する行為、
酒類を提供する行為及び要求・依頼して同乗する行為、無免許運転に関し自動車等を提供する行為及び要求・依頼して同乗する行為、
自動車の使用制限命令違反

○ 次の違反を下命・容認してから２年経過していない者
酒酔い・酒気帯び運転、麻薬等運転、過労運転、無免許運転、大型自動車等の無資格運転、最高速度違反、積載制限違反運転、
放置駐車違反

４ 安全運転管理者等の業務

○ 運転者の状況把握 ○ 安全運転確保のための運行計画の作成
○ 長距離、夜間運転時の交代要員の配置 ○ 異常気象時等の安全確保の措置
○ 点呼等による過労、病気その他正常な運転をすることが
できないおそれの有無の確認と必要な指示
○ 運転者の酒気帯びの有無の確認 ○ 酒気帯びの有無の確認内容の記録・保存
○ 運転日誌の備え付けと記録 ○ 運転者に対する安全運転指導

５ 安全運転管理者等の選任の届出義務

安全運転管理者を選任したときは、選任した日から15日以内に都道府県公安委員会に届け出な
ければなりません。
届出に関するご質問については、自動車の使用の本拠の位置を管轄する都道府県警察又は警察署

にお問い合わせください。

貨物軽自動車運送事業者が、
車両を５台以上使用する場合
は、安全運転管理者の選任及
び都道府県公安委員会へ届出

（選任した日から１５日以内）
義務が生じます
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８．貨物軽自動車運送事業経営届出書および変更届出書等記載例

東京
事業を営む予定日を記載

貨物軽自動車運送事業を営む方の
「氏名又は名称（法人）」、「住所」、「連絡先」を記載
※通称名（例：○○運輸、○○運送等）を使用する場合は、通称名
についても記載

※個人事業主の場合、住民票上の住所を記載

【営業所】運送事業を営む営業所の名称と住所の記載
「住所」と同じ場合はチェック「レ」のみ

貨物軽自動車運送事業で使用される車両数の記載
軽（普通）、軽（霊柩）、二輪のいずれかに「〇両」、「〇名」と記載

貨物軽自動車運送事業で使用される車庫の住所を記載
※１営業所から車庫までの直線距離を記載
※２収容能力は車庫として貨物軽車両を置くスペースの面積を記載

※１ ※２

実際に使用される運送約款にチェック「レ」
独自で運送約款の作成をされている場合は
【その他運送約款】にチェック「レ」をし、作成された約款を添付

上記「営業所名」をそのまま記載

各項目（３項目）の内容をご確認の上、チェック「レ」をし、届出者
の氏名又は名称（法人）、住所を記載

運行管理責任者の氏名を記載

＜経営届出書＞

貨物軽自動車運送事業で使用される休憩又は休憩睡眠施設の住所を記載
収容能力は休憩又は休憩睡眠施設として使用するスペースの面積を記載
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関東 東京

届出日を記載

「住所」、「氏名又は名称（法人）」、「代表者（法人）」、
「連絡先」を記載

上記「住所」等の欄と同様な内容を記載

運送するエリアを踏まえて、適用地域を「○」で囲む
＜参 考＞
・全国：日本全国への配送
・運輸局管内：関東運輸局管内での配送
・運輸支局管内：群馬県内での配送

【新規経営届出の場合】：運送開始日（予定日）記載
【運賃内容の変更の場合】：変更日を記載

８．貨物軽自動車運送事業経営届出書および変更届出書等記載例

＜運賃料金設定（変更）届出書＞
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料金設定は、ご自身で定めた金額をご記載ください
こちらの運賃料金表ではなく任意の様式で運賃料金表を作成しご提出していただくことも可能です

８．貨物軽自動車運送事業経営届出書および変更届出書等記載例

＜運賃料金表＞
＜参考様式＞
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届出日を記載 変更予定日を記載

届出されている方の氏名又は名称（法人）、住所、電話番号の記載
※住所等変更があった場合は変更後の内容で記載

変更があった番号の欄に、新旧で内容を記載（台数のみの変更の場合は不要）

届出されている営業所名を記載
台数の変更については、変更前・後の事業用自動車数を必ず記載
【例】増車の場合（旧）２両→（新）３両

減車の場合（旧）５両→（新）４両
廃止の場合（旧）１両→（新）０台

※増車の場合の注意点
増車に伴い届出している自動車車庫の面積が不足している場合、自動車車庫の
収容能力も記載【例】（旧）１０㎡→（新）２０㎡

廃止の場合はチェック「レ」

変更理由等を記載
【例】〇増車の場合：仕事量増加のため 〇減車の場合：車両故障のため

〇車両入替の場合：車両が古くなっため
〇廃止の場合：令和○年○月○日（「届出日」より前）事業廃止のため

住所変更の場合（個人）令和○年○月○日付け引越のため
（法人）令和○年○月○日付け本社所在地及び営業所の移転を

行うため

営業所の新設の場合記載

車庫の新設、位置の変更、収容能力拡大、増車の場合記載
各項目の内容（増車の場合は一番下のみ）をご確認の上、チェック「レ」をし、
届出者の氏名又は名称（法人）、住所を記載

８．貨物軽自動車運送事業経営届出書および変更届出書等記載例

＜変更届出書＞

貨物軽自動車運送事業で使用される休憩又は休憩睡眠施設の住所を記載
収容能力は休憩又は休憩睡眠施設として使用するスペースの面積を記載
【例】（旧）３０㎡→（新）５０㎡
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９．事業用自動車等連絡書記載例（新規・営業所新設・増車・住所変更の場合）

使用者の氏名又は名称（法人）

使用者の住所
※住所変更の場合は変更後の住所

届出されている営業所名

営業所の住所

新たに使用する車両又は住所変更を行う車両の車台番号

車検証の情報をそのまま記載

東京

＜新規・営業所新設・増車・住所変更の場合＞
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９．事業用自動車等連絡書記載例（減車・廃止の場合）

使用者の氏名又は名称（法人）

使用者の住所
※住所変更の場合は変更後の住所

届出されている営業所名

営業所の住所

黒ナンバーで使用しなくなる車両の自動車登録番号

車検証の情報をそのまま記載

東京

＜減車・廃止の場合＞
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９．事業用自動車等連絡書記載例（代替の場合）

＜代替の場合＞

使用者の氏名又は名称（法人）

使用者の住所

届出されている営業所名

営業所の住所

黒ナンバーで使用しなくなる車両の自動車登録番号

新たに使用する車両の車台番号

新たに使用する車両の車検証の情報をそのまま記載 黒ナンバーで使用しなくなる車両の車検証の情報をそのまま記載
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東京


